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風洞実験に基づく市街地形状の違いによる

　　　　　　風環境変化に関する研究
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Study　on　Effect　of　Buil（ling　Pattern　on　Wind　EnViro皿lent

　　　　　　　by　means　of　Wind　Tunnel　1］e8t8

Yoshihide　TOMINAGA＊，Masaki　HASEGAWA＊★

　　　In　this　paper，　a　method　for　evaluating　the　regional　willd

environment　is　discussed　with　the　result　of　the　wind　tunnel　tests　and

AMeDAS　data．　The　distributions　of　velocity　field　in　two　cases　of

different　building　patterns　are　measured　and　analyzed　in　detai1．　It

becomes　clear　that　influences　of　building　shape　pattern，　building

coverage　ratios　and　meteorological　conditions　on　the　wind　enVironment

iS　Very　Iarge．
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　　　　　　　　　　　　　　　　　1．はじめに

　日本の都市は、低層住宅が密集した街区の連続で形成されている場合が多い。一方、都市

部の温度は年々上昇し、夏の外部環境は極めて劣悪なものとなっている。この対策として市

街地の風通しをよくすることが求められており、首都圏等では、低層住宅が密集した街区を

高層化して、周辺のオープンスペースに風を呼び込むという手法が検討されている文1）。

　しかしながらこの様な手法を適用する際に、太平洋側と日本海側の新潟県では気候風土

の違いから、望ましい街区の形態も異なってくる可能性がある。

　本報では、低層木造住宅が大半を占める地区を、現状の戸数を確保する高層集合住宅に

建て替えることを想定して、首都圏に立地した場合と新潟県内の各都市に立地した場合の

夏季及び冬季の風環境を風洞実験を基に評価し、比較した結果について報告する。

　　　　　　　　　　　　　2．新潟県の気候特性の整理

　まず新潟県内の代表的な気候の都市を選ぶために、新潟県内の気候特性を整理した。こ

こでは、県内のAMeDAS観測地点40点の中から風速、気温を測定している25点を選

び、各点の2月・8月の15年間（1983～1997年）の平均気温、平均風速・卓越風向を算

出した。この15年間分を平均したAMeDASデータの2月・8月の結果をFig．1～Fig．4

に示す。2月の平均気温（Fig．1）では日本海沿岸部から、内陸部、山間部と段階的に低く

なっている。山間部では、特に南部で平均気温が低い。また8月の平均気温（Fig．2）は、
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Fig．1新潟県の2月平均気温 Fig．2　新潟県の8月平均気温

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　／＼、

Fig．3新潟県の2月卓越風向・平均風速
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Fig．4新潟県の8月卓越風向・平均風速

県内で顕著な差がない。

　地上1．5mにおける2月・8月の卓越風向・風速（Fig．3，　Fig．4）では、県内の大半の観

測地点で季節によって卓越風向は大きく異なる。2月は、日本海沿岸部は季節風の影響が

強く、特に新潟市や新津市で風が強い。一方、小出町、入広瀬村等の山間部では風が非常に

弱い。また内陸部に位置する長岡市、三条市では、信濃川に沿った風が吹いている。また8

月の平均風速は全体的に2月よりも低くなるが、地点毎の大小関係は2月と大きく変わら
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（1）街区1（低層密集型）　　　　　　　　　　　（2）街区2（高層集合住宅型）
・建蔽率31（％），容積率65（％）　　　　　　　　　　・建蔽率21（％），容積率121（％）

　　　　　　　　　　Fig．5対象街区の配置図

れらの結果から、本研究では新潟県の気候を大き

く沿岸部、内陸部、山間部の3種類に分け、それ

ぞれの代表として新潟市、長岡市、小出町を選び

比較対象とした。

　　　　　3．実験対象街区の選定

　対象街区の概要をFig．5に示す文2）。典型的な低層

住宅密集街区のモデルとして、埼玉県川口市芝富

士地区を選定し（Fig．5（1），以後、街区1と称す）、

典型的な高層集合住宅のモデルとして、横浜市金

沢区の金沢シーサイドタウンを選んだ（Fig．5（2），

以後、街区2と称す）。

　　　　　　4．風洞実験の概要

　風洞実験は、新潟工科大学の所有す

る回流式境界層風洞装置を使用し、

べき指数α＝1／4の指数分布に従う

アプローチフローの鉛直分布を採用

した。計測は、各模型についてアプロ

ーチフローの風向を模型上の16方位

に変えて各方位ごとに行った。実験

模型は対象地区の1／2，500地形図と

住宅地図をもとに、風洞実験に用い

る縮尺1／300で作成した。各建築物の

高さは、戸建て住宅については1階

部分の階高を4．5m、2階以上の部分
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Fig．6「適風」「非適風」に関する

　　　風速と気温の関係文3）

Table　l　AMeDASによる平均気温・平均風速

平均気温（℃）

平均風速（m／s）

i高さ1．5mに

ｷ算した値）

2月 8月 2月 8月

新潟市 2．7 26．6 2．4 1．7

長岡市 1．2 25．7 1．7 1．2

小出町 0．0 25．5 0．5 0．7

東京（大手町） 6．2 27．4 1．4 1．3
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Fig．7　各都市に街区1（低層密集型）が立地した場合の

　　全測定点の風速出現頻度分布図（実物換算値）

の階高を3mとし、集合住宅については一律に階高を3mとした。本研究では、外部空間の歩

行者レベルである地上1．5mの高さにおける風環境を評価する。測定点数は街区1で124点、

街区2で140点である。

　　　　　　　　　　　　　　　5．結果の評価方法

　風洞実験により測定された街区1、街区2の風速分布と各都市の気象データ（AMeDA

Sデータ）より得られた1983年～1997年の風向・風速データから、各都市に街区1、街区

2が立地した場合の全測定点の風速の実物換算値を出現頻度分布図の形で表わす（Fig．7、8
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　　　　　　　　　　Fig．8　各都市に街区2（高層集合住宅型）が立地した場合の

　　　　　　　　　　　　　全測定点の風速出現頻度分布図（実物換算値）

参照）。図中の縦軸が、全測定点の結果の中で、横軸の各風速値の発生する割合を示してい

る。

　次にAMeDASの気温データとFig．6に示す村上、森川文3）の提案による気温を考慮した

風環境評価尺度を用いて、この風速値を評価する。この尺度は、風に対する快適感や不快感

は気温によって変化することを考慮したものである。すなわち、温度が変わると適風範囲（適

度な風速の範囲）も変わる。出現頻度分布図（Fig．7，8）中の網掛けの部分が、　Fig．6に示した

適風範囲である。
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　　　　　　　　　　　　　　　　6．結果及び考察

1）首部囹に立地した場合

　まず、街区1（低層密集型）を東京の臨海部の新木場に立地させた場合をFig．7（1）に示す。

2月は全て適風範囲内に入っているが、8月は全ての点で適風範囲よりも弱い。これを街区

2（高層集合住宅型）に建て替えた場合の結果がFig．8（1）である。2月が全て適風範囲に入

るだけでなく、8月においても72（％）の測定点の風速が適風範囲に入るようになり、大きく

夏季の暑熱環境が改善される。

2）新潟県内に立地した場合

　以上のように東京等では冬季の風環境よりも夏季の風が弱すぎることによる障害の方が

問題であるので、高層化という対策が有効となる。しかし、冬季の季節風が厳しい日本海側

地域では、高層化により冬に強風障害が生じる可能性がある。この点を調べるために、以下

では、街区1・街区2を立地させる場所として、新潟県内の3都市（新潟市、長岡市、小出

町）を選び、比較検討する。TablelはAMeDASデータより求めたこの3都市の2月・8

月の平均気温と平均風速である。比較のために、東京の大手町のデータも示す。風速の大き

い順にならべると、2月・8月ともに新潟市・長岡市・小出町の順となる。新潟市では、特に

冬季に東京に比べて風が強いことが分かる。まず沿岸部の新潟市に街区1（低層密集型）が

立地した場合（Fig．7（2））、2月は全て適風範囲に入っているが、8月は全て適風範囲よりも

弱い。これを街区2（高層集合住宅型）に建て替えた場合は（Fig．8（2））、全体的に風速が増

加し、2月は適風範囲内に収まる測定点が100（％）から57（％）まで減少してしまう。一方、8

月は66（％）の測定点において適風範囲に入り、風環境が改善されるが、寒い2月に適風範囲

よりも強い地点が43（％）も発生しているのは問題である。

　次に、長岡市と小出町に街区1（低層密集型）が立地した場合（Fig．7（3），（4））、それぞ

れ2月は全て適風範囲に入っているが、8月は全て適風範囲よりも弱い。これを街区2（高

層集合住宅型）に建て替えた場合、それぞれ2月は全て適風範囲に入っており（Fig．8（3），（4））、

8月は長岡市、小出町とも全体的に風速が増加し、適風範囲に近づく。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　7．結論

①東京臨海部の新木場では、低層密集型（街区1）を高層型（街区2）に建て替えることにより、

夏季の風環境が大幅に改善される。

②これに対して、新潟県沿岸部の新潟市で同じことをすると、高層化により2月には43（％）

の測定点で「強風による非適風」になってしまい、問題が生じる。

③県内の内陸部や山間部に位置する長岡市や小出町では、高層化によりある程度、夏季の

風環境が改善される。
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